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 【現状と課題】 

「科学研究費補助金」は、あらゆる「学術研究」（研究者の自由な発想に基づく研究）を

支援する唯一最大の研究費制度であり、多くの若手研究者の研究を支えている。 

しかし、欧米諸国（採択率２５％～３０％（2007 年度））に比べ、日本では、若手研究

者の「チャレンジ」に対する支援が不十分な状況となっている。 

① 若手研究者向け支援 

  ・欧米並の支援規模である「若手研究（Ａ）」の採択率は１８％程度に低迷。 

  ・小規模で幅広く支援する研究費である「若手研究（Ｂ）」の採択率は２４％まで低下。 

 ② ハイリスク研究の支援 

  ・ハイリスク研究を支援する「挑戦的萌芽研究」の採択率は１０％前後とあまりにも

低い状況。 

 

  

 

 

 

 

このような状況においては、優秀な若手研究者のやる気を損ない、優秀な頭脳が海外に流

出してしまう恐れがあるほか、ブレークスルーをもたらす種となるハイリスク研究に欧米や

中国などが力を入れている中で遅れをとり、日本におけるイノベーション創出の基盤が崩壊

する恐れがある。 

 【改革の内容】 

 上記の課題を解決するために、「科学研究費補助金（若手の「チャレンジ」支援）」とし

て、以下のとおり、研究費を拡充するとともに、抜本的な制度改革を実施し、最も効果的・

効率的な研究費制度を実現する。 

 

１．研究費の拡充 

① 若手研究者向けの「若手研究（Ａ・Ｂ）」を拡充する。 

特に、若手研究者支援の主要な研究費である「若手研究（Ｂ）」について、総合科学

技術会議が示している採択率３０％の実現を図る。 

② ハイリスク研究を支援する「挑戦的萌芽研究」を拡充し、将来のイノベーションに

つながるようなハイリスク研究の機会を約２倍に拡大する。 

 （採択率 １１．３％（H22）→ ２０．０％） 

 

２．抜本的な制度改革 

① 基金化により税金のムダのない効率的な研究費制度として抜本的な制度改革を図る。 

・ 研究者が年度にしばられることなく使い易くなる 

・ 年度末の使い切りは必要なくなり、ムダのない効率的な使用が可能になる 

・ 安定的な制度運用により若手研究者の研究をしっかり支える 

 ② 研究により得られた最新の研究成果を迅速にインターネットで発信し、他の競争的

資金とのスムースな連携や企業等によるイノベーションの種の発掘など研究成果が最

大限活かされるような仕組みを構築する。 

 

 
 基金化などの思い切った改革を通じて、「我が国の成長の原動力」である「強い人材」

を育成し、我が国の科学・技術を強化することにより、持続的な成長に貢献していく。 


